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幸福実現党の新しい国づくり
努力するほど豊かになれる
個人や企業の努力が報われる社会をつくります。

自分の国は自分で守る
日米同盟を強化し、隣国の脅威から国民を守ります。

塾に頼らず学力を上げる
公立学校を「経営再建」し、家庭の教育費を軽減します。

家族の絆を取り戻す
家庭の価値を見直し、家族の助け合いを支援します。

宗教を尊敬する国に
世界のリーダーとなるために、国家の品格を取り戻します。
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1971年大阪府生まれ。東京大学法
学部第3類（政治コース）を卒業後、
宗教法人幸福の科学に入局。財務
局長、専務理事などを歴任。妻と
3男の5人家族。趣味は読書と散歩。

政治に、新しい力を。
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約3300人をこれらの地域に
ローテーション派遣

在沖縄海兵隊
約1万8000人

約4700人を移転

そうしたなか、日本国内では「道
州制」や「地域主権」を目指す

動きが活発化しています。住民に身近
な行政サービスにまで国が口をさしは
さむ必要はありません。しかし道州制
や地域主権のもとでは、地方政府の
暴走によって国家レベルの外交・安

全保障政策が遂行できなくな
る恐れがあり、大変危険です。
そもそも、普天間移設問題
が暗礁に乗り上げ、日米同盟
の弱体化を招いたのも、地域
主権を掲げる民主党政権が地

元の意向におもねるあまり、リーダー
シップを発揮しなかったのが原因です。
日米同盟を堅持しつつ、日本は主
権国家として国際法上認められる自衛
権を確立し、実効性ある抑止力を整
備する――。東アジアが中国や北朝
鮮の軍事的脅威にさらされる今、幸
福実現党の国防政策が求められてい
るのです。

「道州制」は国防危機を招く

「世界の警察」から後退する
 アメリカ
２ 月８日、日米両政府は在日米軍再編計画の見直し
方針を発表しました。2006 年の
合意でセットとされた「米軍普
天間飛行場の辺野古移設」と「在
沖縄海兵隊のグアム移転」を切
り離し、先行して海兵隊をグア
ム等に移転するというものです。
　この分散配置には、軍事的に
台頭する中国への包囲網を築く
狙いがあるとされますが、一方
で懸念されるのが、日本周辺で
の米軍の抑止力低下です。
　第二次大戦後、日本は国防を
米国任せにしてきました。しかし
現在、米国は財政赤字解消のた
めに軍事費の大幅削減を迫られ
ており、近い将来、在日米軍撤
退が現実化しないとも限りませ
ん。米国が「世界の警察」とし
ての役割を徐々に終えようとして
いるのです。

米軍が日本から退いていく！

在沖縄海兵隊移転見直し計画


